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研究成果の概要（和文）：「後期行政国家」の課題に対応するため,行政法理論の基礎概念や諸制

度をガバナンスの観点から整理しなおす作業を進め,そこで得られた理論仮説を,立法過程・司

法過程の経験的調査によって実証的に検証する方法の検討を行った。 

研究成果の概要（英文）：To deal with problems arising in modern-day administrative states, 
basic concepts and institutions in administrative law need theoretical reevaluation from 
the viewpoint of “governance.” This study proposed some new concepts and approaches. 
It also tried to evaluate their empirical utility in legislative and judicial processes. 
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１． 研究開始当初の背景 
 
 本研究を提案した背景には，平成 21 年度
に終了する科学研究費補助金「行政法理論の
ダイナミクス研究」（基盤研究(C)）によって
得られた研究成果がある。日本を含む先進諸
国の 1980 年代以降の時期（これを申請者は
「後期行政国家」と呼ぶ）においては，それ
以前の行政国家化の時代（「前期行政国家」）
と異なり，「民主制の危機（形骸化）」，およ
び，グローバル化と構造的財政難による「政
府の効率性ないし能力への不信（気候変動や
リスク，生活不安などへの対処能力の低下）」
という課題が共通している。これに対応する
概念的枠組みが必要だという問題意識が本

研究の背景である。 
 
２． 研究の目的 
 
本研究は，「後期行政国家」の課題に対応す
るため，従来の行政法理論の基礎概念や諸制
度をガバナンスの観点から整理しなおす作
業を具体的に進めるとともに，そこで得られ
た理論仮説を，立法過程・司法過程の経験的
調査の範囲で，実証的に検証するという作業
をおこなうものである。 
 
３． 研究の方法 
 
 民主制の危機（形骸化）について議論状況
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をまとめるとともに，日本の立法過程・司法
過程の変化についての経験的調査を開始し
（消費者立法や最高裁の変化など），民主制
の変化の現実に照らしながら，行政法理論と
しての民主制概念の具体化，法の支配と民主
制の相互関連の検討を行う。また，法分野間
の概念の違いを乗り越えて概念を作り直す
作業を行う。以上を通じて，現代行政国家の
課題に対応するための概念，制度像を明らか
にする。 
 
４．研究成果 
 行政手続法による行政ガバナンスの実現
について，英語文献を公表するとともに，消
費者保護行政の立法過程の経験的調査とし
て，消費者行政が，産業行政の失敗からどの
ように生まれ，独立の分野として認識されつ
つある現状を整理した。 
 また，法分野にまたがった概念の整理をお
こない，取消訴訟の原告適格，及び国家賠償
法１条の違法概念という，行政法学説におい
てもっとも見解が分かれており，収斂しない
かに見える問題領域において，「後期行政国
家」におけるひとつの収斂方法を示したほか，
憲法論を通じた創造的な法令解釈が，やはり
「後期行政国家」の固定化を防ぐ役割を果た
しうることについても検討した。 
 さらに，経験的調査をふまえ，立法過程に
おけるドグマ的思考，司法過程におけるドグ
マ的思考の存在を仮定して，判例や法律の意
味を理解する可能性を探った。 
 以上から,経験的調査をふまえると，静的
な法解釈論とは異なる動的な視点を得るこ
とができ，それは「行政国家」の固定化を防
ぎ，行政活動のガバナンスを維持するために，
裁判所が創造的な実体法解釈をおこなうこ
とがいかに重要であるか，また現実に日本の
最高裁はそのような役割を果たしていると
の結論を得ることができた。 
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